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１．はじめに

　2017年３月、小学校・中学校の次期学習指導

要領が公示された。６月には、新学習指導要領の

「解説」も明らかになっている。この後、新しい

教科書が編纂され、小学校は20年、中学校は翌

21年から、新しい学習指導要領、新しい教科書

による授業がスタートする（高等学校の次期学習

指導要領は、17年度中に公示の予定）。

　義務教育段階で金融（パーソナルファイナンス

に関わる内容を含む）について学習するのは、主

として中学校社会科公民的分野、及び、中学校技

術・家庭科家庭分野である。

　次期学習指導要領の社会科公民的分野では、「市

場における取引が貨幣を通して行われていること

などを取り上げること」（内容の取扱い）との指

摘がある。これに関わって、「近年ではICTの発

達などにより、フィンテックと呼ばれるIoT、ビ

ッグデータ、人工知能といった技術を使った革新

的な金融サービスを提供する動きが多く見られ、

様々な支払い方法が用いられるようになってきて

いることを理解できるようにする」（注１）学習が
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　本稿では、まず、金融教育プロジェクトを立ち上げるなどのOECDによる金融教育への関わりを明らかにした。
次に、2012年のPISAに金融リテラシー調査が含まれたことから、この調査の概要を明らかにするとともに、そ
の結果を検討した。また、15年に実施された第２回の金融リテラシー調査についても結果を明らかにし、12年
調査の結果と比較した。更に、OECD／INFEの成人金融リテラシー調査の結果について、検討した。日本は、こ
れらの調査に不参加であり、金融リテラシーの現状を国際比較することは、実際上、困難である。エビデンスに
基づいた金融教育普及のためにも、国際的な金融リテラシー調査への参加が求められる。
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